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問題提起

人工知能やIoT技術を利活用できる人材が不足している現状

をうけて、政府や文部科学省は、急に「数理統計人材（データ・
サイエンティスト）の育成を」と謡い始めたが、本当にそんな場
当たり的な方法でわが国は生き残っていけるのか？

・第五世代コンピュータの失敗
・キャプテンシステムの失敗
・モバイルインターネットの失敗

「情報産業」の育成について、日本政府はこれまで少なくも上
記のような大きな失敗を３回してきた。失敗の原因は、いずれ
も「科学者」「通信行政」に方針策定を丸投げし、「市場」をみつ
めてこなかったから、というのは明白である。
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「市場」とは、たとえば、Google、Apple、Facebook、
Amazonの成功であろう。
あるいはアリババの成功であろう。
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IBMの人工知能「Watson」は成功しているとは言い難い。
ソフトバンクの「pepper」君はかわいいが、イノベーショ
ンを興したとは言い難い。
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AI、IoT、ビッグデータ

ばかりが注目されがち
な情報産業であるが、
実はもっとも伸びてい
るのは、「ソフトウェア」
「情報処理」「電気通
信」よりも「インターネッ
ト付随サービス」である
ことに注目すべきであ
る。

つまり、単なる情報ス
ペシャリストが必要とさ
れているのではなく、
情報技術を用いて顧
客との接点を構築でき
る人材がもとめられて
いる。

★
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（出典）総務省・経済産業省「平成28年情報通信業基本調査」

インターネット付随サービスは2015年現在で、年間2.4兆円の売り上げがある。ここ数
年は、企業数はほぼ横ばいなのに、売り上げは前年比20％以上の伸びを示している。
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しかし、日本の情報技術者は、そのような伸びしろのある分野ではなく、従来型の
SIベンダーに大部分が飲み込まれており、それらはユーザー企業（一般企業）の
システム部門の下請け（労働供給源）になっているという批判がある。

唯一、この部分のみが

市場の伸びしろをつか
んでいる。

しかし多くのパッケー
ジ商品やラットフォー
ム、あるいはAIは海外
製である。
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Google、Apple、Facebook、Amazonはいったい何をやって成功した会社なのか？

１）すべて「インターネット付随サービス」業である。
２）技術革新もあったが、いずれも「発明」ではなく「既存技術の組み合わせ」である。
３）強いネットワーク効果を最大限に発揮し利用してきた企業である。
４）プラットフォームを「デザイン」することで顧客支持を得てきたデファクト企業である。
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ネットワーク効果（ネットワーク外部性）

ある種の商品では、それが普及すればするほど価値が高まる。

電話やFAXなどは、通信できる相手が増えれば増えるほど、
便利さがましてゆく。

これは、その商品自体の生産コストや市場価格とは関係なく、
社会全体の状況から、その商品が間接的に受けている影響
（それを経済的外部性、と呼ぶ）によって、価値が決まるという
現象といえる。

ゆえに、これを「ネットワーク効果（ネットワーク外部性）」と呼ぶ。
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経路依存性と収穫逓増の理論

アーサーの経路依存仮説（１９９４）：

技術が普及する時系列的な順序によっては、必ずしも優れた技術
が勝つわけではないということを説明。

かつ、それが収穫逓増型商品で発生した場合は、その後に競合技
術が登場しても、すでにネットワーク効果が働いているせいで、市
場は永遠に均衡を迎えない可能性があるということを説明。

→ 経路依存性を経済学に持ち込むことで市場が均衡しない可能
性があることを主張した事実そのものの意義は大きい。

→ 基本的には「収穫逓増商品では、速いものが必ず勝つ」という
単純な結論に帰結しており、批判も多かったが、GAFAはそれ
を現実化してしまった。
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MITのアーバンによれば
新商品開発プロセスには
２つの「デザイン」プロセスがある。

上流工程の「デザイン」（赤色）は

経営層＋マーケティング部署＋財
務部署が中心にサポートするが、

日本ではここにデザイナーが全く
関与できていない。

下流肯定の「デザイン」（黄色）で
は、それに加えて技術系部署と
広告代理店がサポートするが、

日本ではここにしか「デザイナー」
が関与できていない。
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この15年、日本でも「デザイン」という言葉を見ることは増えた。
「デザイン思考」の流行によるところが大きい。

日経テレコン全媒体における「デザイン」というキーワードの出現数推移

単位：件 出典：日経テレコン
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国産の薄型TV 韓国サムスン社の薄型TV

いっぽう、かつては世界を席巻した日本の家電は、韓国などの
企業に大敗している。商品を見れば一目瞭然に、日本製品は
「機能はいいけどカッコ悪く、しかも高い」ということがわかる。
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アップルは、MacBookの外箱のデザインにまでこだわっ
て素敵なデザインにしている。日本メーカーのPCの外箱
と比較してみれば、そのブランドイメージの差は歴然。
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（出典）「 Between Invention and Innovation」U.S. Department of 

Commerce (2002) （p.36）を基に特許庁作成

“必要は発明の⺟”とも古くから⾔われている。イノベー
ションは常に社会のニーズと突き合わせながら考える必
要があり、デザインはそれを実現する有⼒な⼿法である。

5月23日、経済産業省と特許庁は、約15年ぶりのデザイン政策提言を実施。
そこでは「デザイン経営」宣言が謳われ、意匠法の改正をテコにして、企業
がデザイン力をもっと生かせるようにデザイン政策を転換してゆく方針が
示された。

(C) Dr. YUICHI Washida, Japan Transport and Tourism Research Institute, 2019



19

「デザイン経営」宣言では、欧米において、デザイン投資
の大きな効果が示されている。
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2016年 経済産業省
第４次産業革命におけるデザイン等のクリエイティブの

重要性及び具体的な施策検討に係る調査研究

受託機関： 株式会社三菱総合研究所
経営コンサルティング事業本部
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日本でも「デザイン」の定義が広い企業のほうが、
明らかに営業利益率が高い傾向がある。
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「デザイン」の定義範囲別にみると、

「ユーザビリティ」は中庸、「ユーザーエクスペリエンス」は広
義の定義と相関がある。「低価格」は狭義定義と相関がある。
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デザインの定義が広義な企業は、「インサイト力」「マネジメン
ト力」の期待が大きい。中庸の企業は「マーケティング」「ICT」
スキルを期待している。
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ICT導入によるデザインの案件数の増減 （単位％）

日米中のデザイナーへの実態調査では、日本のデザイナーだけがICT導入による
仕事の増加がみられない。
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ICT導入によるデザインの質の変化 （単位％）

同様に、日本のデザイナーだけがICT導入による仕事の質の向上も見られない。
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ICT導入によるデザイン業務スピードの変化 （単位％）

同様に、日本のデザイナーだけがICT導入による仕事のスピードアップも弱い。
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ICT導入によるデザインの価格の変化 （単位％）

決定的な問題は、日本のデザイナーだけがICT導入による仕事の付加価値アップ

がみられないこと。つまり、日本では「デザイン」と「情報技術」の相乗効果が全く発
生していないと結論できる。
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なぜ「デザイナー」が考えた「イノベーション」は実現し
にくいのか？

立ちはだかる「コストの壁」。経営者はデザインのことを
コスト削減の対象と考えている。

(C) Dr. YUICHI Washida, Japan Transport and Tourism Research Institute, 2019
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それ以外の大学・大学院を卒業・修了

美術・芸術系の大学院を修了

建築・工学系の大学院を修了

マーケティング系大学院・ＭＢＡ修了

コンピューター科学系の大学院を修了

社会科学・メディア系の大学院を修了

米国

中国

日本

日本のデザイン産業では、大学院教育がほとんど効果を発揮していない。
アメリカや中国では、デザイン産業とビジネス、情報学の間の垣根が小さい上に、
デザイン学自体も大学院教育をうまく活用している。

Ｑ：デザイン実務で役に立つキャリアや経験は何？

(C) Dr. YUICHI Washida, Japan Transport and Tourism Research Institute, 2019



30

一旦まとめ

日本の情報技術人材は、おおむね100万人であり、これは長期頭打ち状態にある。

AI、IoT、ビッグデータの台頭で、その絶対数が長期的に不足するのは事実だが、

いっぽうで外国人技術者の導入や高齢者の再活用なども活性化するので、絶対量
の不足はある程度まかなえると思われる。

いっぽう情報産業市場における最大の伸びしろである「インターネット付随サービ
ス」分野に従事する人材はわずか5万人ほどしかおらず、高い求人倍率に供給が
まったく追いついていない。

そのようになってしまう大きな原因は、従来型の情報技術人材の多くが「情報通信」
「ソフトウェア」などのスペシャリストであるため、大半がSIベンダー産業に３K労働力
として吸収されてしまい、人材が市場の伸びしろに回らないことだと分析される。

「インターネット付随サービス」では、顧客接点を「デザイン」する能力が期待され、
それは欧米や中国ではデザイン人材が担っている。日本だけが、デザイン人材と
情報技術人材がほとんど融合していないという問題が発生している。

デザイン人材に情報技術やマーケティングを教育する体制もほとんどないため、現
状の5万人は、「独学」でインターネット付随サービスで求められる「アジャイル型開
発」方法を身に着けている。

(C) Dr. YUICHI Washida, Japan Transport and Tourism Research Institute, 2019
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日本の場合、「文系」「理系」のキャリア分断が甚だしく、実業界でもそれが再生産されてい
る。デザイン領域はどちらかというと理系よりだが「継子」扱いされている。
アメリカでは、学際領域が豊富で分断が起こりにくく、しかも横断型のプログラムもある。
デザイン領域は文系と連携する傾向が強い。

文系
領域

理系
領域

分断されやすい傾向

互いに尊敬していない
関わりを持ちたくない
反対側に向かう人の足を引っ張る

日本の
学術界

米国の
学術界

文系
領域

理系
領域

文系の実業界 理系の実業界

多様な学際領域が存在する
ために、分断が起こりにくい

d.Schoolのように分野横断型の
プログラムも存在

実業界

デザイン領域

デザイン領域
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Stanford d.schoolの構造

母体になっている学部
機械工学部 Larry J. Leifer教授

Rapid Prototypingで有名な
ME310コースは
日本の「大部屋」制を
参考にしたと言われる。

スタンフォード学習研究所
d.School

誰でも受講できる
学部横断プログラム

D. Kelley教授が
リーダー兼任

師弟関係

IDEO
イノベーション

コンサルティング

他の様々な学部

人材・手法交流
プロジェクト交流

寄付・公開ベース 受託・機密ベース

(C) Dr. YUICHI Washida, Japan Transport and Tourism Research Institute, 2019
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まとめ

経営の最上流工程での「デザイン」とは、単なる色やカタチという
意味ではなく、「社会の中で何がどのように必要とされているの
か」を見抜く洞察力といえる。

それが、後に強力なネットワーク効果を発揮する源泉になる。

そのような「デザイン」を、市場フィジビリティ調査や技術シーズ
開発よりさらに上流工程で実施するということは、どんな「経営」
の姿になるのか？そして、なぜ「デザイナー」がそのような示唆
に（潜在的に）長けていると言われるのか？

「デザイナー」は、演繹（deduction）ではない方法で、「ある１つの
解」を人より先に見つけ出す力が強いといわれる。それは帰納
的な探索(induction)と、演繹的な思考の融合物（abduction）とい
われる。
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